経営管理の論理(III) by 宮坂 純一
〈研究ノート〉
奈良産業大学『産業と経済』第 5巻第 3 号(1990年12月) 33-51 
経営管理の論理 cm)
第 1 章労働・組織・管理
第 1 節組織と管理
宮坂純
第2節労働と管理(以上『産業と経済』第 5巻第 2 号)
第 2 章 マネジメント・サイクル
第 1 節計画化
第 2節組織化
第 3節動機づけ
第 4節統制(以上『奈良産業大学紀要』第 5 号予定〉
第 3章管理主体としての経営者
第 1 節経営者の社会的地位
第 2節職業としての指導の確立へ〈以上本号〉
第 4章 計画と執行の分離一一一資本主義管理の確立(以下別号〉
第 5章経営参加
第 3 章管理主体としての経営者
第 1 節経営者の社会的地位
1. 支配の根拠
現代では，マネジメント・サイクルを担う人物=管理の主体は，いわゆる専門経営者に代表
されるであろう。マルクスの言葉を借りれば，管理機能は資本家から「労働過程で資本の名で
指揮する産業将校(支配人・マネジャー〉…」へと委譲され，彼らの排他的機能として固定化
されてきたのである。
日本には，現在，どのくらいの数の経営者が存在しているのであろうか? この点，たとえ
ば，奥村宏氏は，日本の企業社会の支配的部分を占める資本金10億円以上の大企業に注目し，
『法人企業統計年報j] (1982年度版)の資料に依拠したうえで，そのような大企業の役員数を
2 万人から 3 万人の聞と計算されている。そして，大企業経営者をオーナー型(あるいは同族
支配型〉経営者とサラリーマン型経営者に分け，同族支配型経営者の数はせいぜい 200 人から
300 人程度にすぎず，残りはすべてサラリーマン型経営者である，と推定されている。
(1) ~資本論~ (大月版， 23a 巻)， 435ページ。
(2) 奥村宏著『法人資本主義一一一「会社本位」の体系一一Jl ， 御茶の水書房， 1987年， 119ページ。
(3) 向上書， 124~126ページ。
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また，間宏氏は，社長のタイプを，その職歴に従って，創業者型，二代目型，外部導入型，
生え抜き型に分類し，その変化を分析されている。それによると，創業者型の比率の低下と生
え抜き型の上昇が，近年における著しい特徴である，という(図 3-1)。このように，創業者
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(注) 1. 対象は東京および大阪の証券取引所第 1 部，第 2部上場企業の製造業 410 社。
2. 調査時期は1986年 3 月。
(出所) 通商産業省産業政策局企業行動課編『昭和62年版総合経営力指標』製造業編， 1987 
年， 28ページ(間宏著『経営社会学』有斐閣， 1989年， 132ページから再ヲ開〉
型あるいはオーナー型経営者に代わって，生え抜き型あるいはサラリーマシ型経営者が着実に
増加している。彼らが通常「専門経営者」といわれている人々である。現在では，個人大株主
としての資本家に代わって専門経営者が会社を管理するようになってきたのだ。これが「経営
者支配」といわれる現象であり，日本だけではなく多数の先進諸国の共通の傾向として知られ
ている。
それでは，彼らは，専門経営者は，なにを根拠として会社を支配しているのか(できるので
あろうか〉。
ここでいう支配の根拠とは，第 4章において問題にするような，支配の正当性という意味での根拠で
はない。言葉を換えれば，経営者は，資本家に代わって，いかなる理由〈根拠〉で支配者として部下
(被支配者〉に命令をだせるのか? なにが彼を，資本家に代わって支配者の位置におくのか? が問
題にされている伶
(4) 間宏著『経営社会学』有斐閣， 1989年， 131"'136ページ。
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それに対しては，たとえば，経営者の高度な専門的管理能力と知識が指摘されることがあ三
これは，いうまでもなく，企業規模の拡大にともなって企業の管理が〈資本家であれば簡単に
遂行できるという限界をこえて〉複雑化し困難化していったことの反映であった。
そして，このような考え方は，かなり古くから，すなわち，いわゆる所有と経営の分離とい
われている主張のなかで，展開されてきたのである。
これは，たとえば，つぎのように説明されている。 r資本主義経済の体制においては，企業
が発展すると，企業の所有と経営が必然的に分離する傾向がある。これが通常『所有と経営の
分離』といわれる現象である。しかも，この現象は，株式会社という企業形態の発展において
明確に現われてくるものである。
所有と経営の分離の意味は企業支配とのからみで捉えることができる。しかもこの分離はそ
の生成プロセスの段階によって，形式的な分離と実質的な分離に分けることができる。形式的
分離とは，所有と支配と経営が一致している状況から経営のみが分離する現象をいう。つまり，
所有者が支配者としての機能も果たすが，経営をその専門家にまかせてしまう状況である。こ
れに対して実質的分離とは，所有と支配が分離して，経営と支配が一致する状況をさしている。
この場合，支配機能を実質的や果たすのは経営者となる。
このように，所有と経営の分離はその形成プロセスにおいて把握できる。そこで，これを実
質的に捉えようとする場合，所有とは企業における自己資本の所有であり，企業に対する出資
を意味している。また経営とは，企業の実質的な支配・運営をなすことを意味している。した
がって， [i'所有と経営の分離』は，出資と経営の分離，資本と経営の分離，所有と支配の分離
とかいわれることがあるが，その実質的内容は同じであり，資本所有者と企業の支配者が異な
ること，すなわち，株式会社においては株式の所有によらないで会社の実質的な支配をするよ
うになる傾向をいうのである。
さて，この所有と経営の分離という現象をさらに具体的にみてみるとどうなるであろうか。
株式会社が発展しその規模が拡大してくると，一方において，会社を維持・発展させるために
さらに多くの資本が必要となり，広く社会から資本を調達しなければならなくなる。その結果，
株式が少数の株主から多数の株主へと広く分散されることになり，大株主の持株比率は低下す
る。また他方において，大規模化した場合その組織を運営するために，企業経営に関する専門
的知識や技能が必要になる。所有と経営の分離は，こうした株式会社の大規模化に伴って生ず
る株式の分散と企業経営に関する専門知識や技能の必要性に相互関連して生成してくるといえ
るのである。
会社が小規模のうちは，所有者が支配し経営することが所有経営者 (owner manager) と
してできるが，会社が大規模化し株式の分散が起こってくると，もはや所有者=支配者=経営
者であることは次第に不可能となる。大株主による支配の可能性はあるものの，大株主自体の
(5) たとえば，最近では，河合忠彦他著『経営学』有斐閣， 1989年， 13.......， 14ページ，で指摘されている。
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持株比率は低下してしまうからである。
株式の分散という状況下にある多数の株主は，もはや会社の支配を意図しようとするよりは，
証券市場における株価や利益配当にだけ関心を示す無機能資本家になるのである。
こうして，所有という概念に当然結びついているべき支配が実質的に分離してくるのである。
これは株式分散が所有と支配の分離，すなわち所有と経営の分離を促進する大きな要因となっ
ていることを意味している。
また会社が大規模化してくると，単なる資本所有者というだけでは会社の経営は不可能とな
る。大規模化した組織を運営するには，質的に高度化した経営技能を身につけていなければな
らない。このために，専門的な知識・技能・経験を有する専門家が必要となる。これらがいわ
ゆる専門経営者 (professional manager) といわれるもので，資本の所有者の経営をまかせ
るために雇うという意味で，雇用経営者 (employed manager) と呼ばれることもある。
資本所有者は，専門家が必要となった状況に応じて専門経営者に企業経営をまかせるのであ
り，この場合，所有=支配の関係は不動のままで所有と経営の分離が起こることになる。しか
しこの段階の分離は，資本所有者が機能資本家として企業の支配を意図しているのであり，所
有と経営の分離といっても，まだそれは形式的な分離にすぎない。
実質的な所有と経営の分離は，株式の分散がさらに広がるとともに，より専門的な経営知識
・技能が開発され，それが必要とされることによって起こるのである。これは，機能資本家が
無機能資本家へ転換するということであり，所有者がもはや実質的に支配機能を果たすことな
く，専門経営者が支配機能を果たす状況なのである。
所有と経営の分離は，以上のように，所有・支配・経営の観点とその生成プロセスから理解
でき，これを図示すると次のようになるであろう。J (図 3-2)
図 3ー2 所有と経営の分離
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〈形式的分離〉
(出所〉 車戸実編著『現代経営学』八千代出版， 112ページ。
〈実質的分離〉
このような株式会社における所有と経営の分離という傾向は，結局のところ，経営者支配の
(6) 車戸実編著『現代経営学。』八千代出版， 1984年， 110""112ページ。
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確立を意味している。この主張のもとになっているのがノくーリニミーンズ (A. Berle = G.
Means) の研究である。
ノミーリとミーンズは， 1929年当時におけるアメリカの巨大株式会社 200 社(金融業は除。
を調査し，所有と経営の分離にもとづいた経営者支配の成立を明らかにした。彼らは， í支配」
の概念を，取締役を選任したり解任できる権力と把握した上で，株式会社の代表的な支配形態
を次のように分類したのだ。
① ほとんど完全な所有支配
個人または小集団が全部ないしは大部分 (80%以上〉の株式を所有して会社を支配する場
合であり，個人企業や同族会社にみられるものである。
② 過半数持株支配
個人または小集団が，過半数 (50%"'80%) の株式を所有することによって，会社を支配
する場合である。
③ 法的手段による支配
過半数の株式をもたないで，議決権株，無議決権株，議決権信託，ピラミッド型持株会社
などの方法によって会社支配をする場合である。
④ 少数持株支配
20%"'50%の株式所有にもかかわらず，群少株主の議決権の放棄，委任状の収集により，
会社支配をする場合である。
⑤ 経営者支配
株式の高度分散により，大株主の持株比率が少なくなった (20%未満〉ために，支配が経
営者の掌中におかれるようになった場合で、ある。
調査対象となった当時の大企業 200 社の支配の実態は，この支配類型に従えば，ほとんど完
全な所有支配(個人所有〉が 6%，過半数持株支配が 5%，少数持株支配が23%であり，法的
手段による支配が21%，経営者支配が44%であった。かくして，この数字から，株式所有にも
とづかないで支配されている会社が65%を占めている，と解釈され，経営者支配の存在がクロ
ーズアップされたので、ある。
そしてまたその後の現実もそのことをうらがきするかのように進んだのである。事実， 1950 
年代から1960年代にかけて，株式が著しく分散し，それにもとづ、いて， í資本主義は変わった」
という議論さえも流行した。たとえば，株式が広範に分散し，多くの大衆が株主となり資本家
になった，という「人民資本主義」論は，その代表であろう。
しかしながらこれはあくまで現象にすぎず一一現象的には所有と経営が分離しているが一一
所有と経営の分離=経営者支配の本当の意味は，つぎの点にあるのだ。すなわち，
(7) パーリ&ミーンズ著北島忠男訳『近代株式会社と私有財産』文雅堂， 1958年， 88"-'118ページ。
(8) 奥村宏著，前掲書， 52ベージ参照。
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第 1 に，特定の個人大株主の比重は確かに後退したが，そのことは株式資本の支配力の低下
をただちには意味するわけで、はないこと，
第 2 に，株式民主化は，株式分散を通じて，少数支配株主が低い持株比率でヨリ多数の株式
を支配する，テコ，として機能していること，
第 3 に，専門経営者は，資本機能の人格化として最も純粋に資本目的を貫徹する限りにおい
て， r経営者支配」を許されること，
が，それであり，これらは，資本家から管理機能が分離して役の社会的存在理由が一層なくな
ってしまったことを意味しているにすぎないのである。
このように，いわゆる所有と経営の分離のもとでの経営者支配にも「資本」のうらづけがあ
るのだ。なぜならば， rもともと企業管理者が資本家であるか否かは第二次的事柄であり重要
なのは資本の管理機能それ自体の有効な遂行である」からである。そして，経営者のパワーと
資本=株式の所有との結びつきは，現在では，いままでと違う形であるが，きわめて明瞭にな
ってきている。
それは個人持株比率の低下であり， 1960年代中頃から状況が変化し，個人持株比率が大幅に
(60%から30%) へと低下したのだ。このような(持株分散から株式の集中へという〉現象は
世界的な傾向でもある。ただし，それは個人大株主の所有から大衆株主の所有へと進んだもの
が再び個人大株主への集中へと逆行したので、はなく，日本における集中は法人所有への集中で
あり，アメリカやイギリスでは機関所有への集中となっている。これが株式所有の法人化現象
である。
株式のもつ基本的性格として，一般的には，利潤証券と支配証券という 2 つの面が知られている。た
だし (銀行，保険会社，事業会社，に代表される〉法人は，値上り益を得て売却するためではなく，
主として(基本的には)， 支配証券として企業間結合のために，株式を所有する。
法人の株式所有には一方的所有と相互持合いという 2つの形態がある。親会社が子会社や関連会社の
株式を所有する場合には一方的所有が普通であり，たとえば，企業系列のケースがこれに相当する。相
互持合いのケースとしては， A社がB社の株式を所有しB社がA社の株式を所有するという単純なもの
以外に， A→B→C→……→A という形の相互持合いがあるし，企業集団のように集団内でお互いに株
式をもちあうというマトリックス型の持合いや独立系企業における放射状の持合いもある。そして，こ
の相互持合いが日本独自の所有形態として，今日，注目されている。
ここで，経営者がなににもとづいて会社を支配しているか(という説〉をまとめると，つぎ
(9) 片岡信之著『経営経済学の基礎理論』千倉書房， 1976年， 219ページ。
(10) 同上書， 217ページ。
(11) 奥村宏著，前掲書， 52ページ。
(12) 向上書， 53ページ。
(13) これについては，同上書， 60"'-'61ページで詳しく解説されているので参照されたい。
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のようになるであろう。
(1) 専門的知識にもとづく経営者支配
(n) 株式所有にもとづいた会社支配
(1) 個人(あるいは家族〉所有にもとづいた資本家支配
(2) 法人所有にもとづいた経営者支配
(3) 機関所有にもとづいた銀行支配
( 1 )は，パーリニミーンズ以来の「経営者支配」論である。そこでは，経営者は自己の知識
や能力にもとづいて会社を支配しているのだ，と主張され，所有にもとづく支配は，当然のこ
ととして，否定されてきた。だがその真の意味についてはすでに述べた通りであり，その実態
は，株式を直接には所有しない(することもある〉が，少数支配株主の利益を代表する，経営
者，が会社を支配しているのである。したがって，そのような所有と経営の分離という現象の
背後にはやはり資本の力が存在しているのであり，それが経営者の支配の根拠となっているの
である。
( n )(1)多くの同族会社では，個人(あるいは家族〉が大株主として会社を支配している。日
本でも 100 万社を超える株式会社のうち数の上からみれば99%以上がこのタイプのものである。
戦前の財閥においてもこの種のタイプの支配が行われていたし，また現在で、もサントリーや出
光興産，竹中工務店などのような非公開の大企業はそうだし，公開された大企業で、も大正製薬，
ダイエー，鹿島建設などのいわゆる同族支配会社がこれにあたる。
( n )(2) 日本の大企業の多くがこれにあたり，法人としての会社所有に基づいて経営者が支配
している。具体的には親会社が子会社や関係会社の大株主になっている場合，親会社の経営者
が法人所有に基づいてこれらの会社を支配している。つぎに親会社同士が相互に株式を所有し
ている場合にはその相互所有に基づいて経営者同士による相互支配が行われている。
( n )(3)年金基金を運用している銀行が銀行信託部所有の株式に基づいて相手の会社を支配し
ているというのがこの事例であり，アメリカでとりわけこのことが問題にされている。ただ，
銀行信託部は年金基金の資金運用のために株式を所有しているのであり，会社支配の目的で運
用成績の悪い株式を固定的に所有しているならば年金基金加入者からクレームがつく。それは
あくまで、も資産運用のために株式を所有しているのであって，それが結果的に会社支配に利用
されたにすぎないということなのであり，はじめから会社支配のために株式を所有するのでは
ない。この点が法人所有の場合と根本的に異なるところである。
かくして，現在では，古典的な意味で所有と経営が統ーしている(すなわち，自然人=機能
資本家が所有と経営を統ーしている〉ことはない(所有と経営は人格的には分離している〉が，
専門経営者といえども，彼はいまだ必ずしも自己の能力と知識にもとづいて会社を支配してい
るのではなく，その支配は資本と結びついているのである。すなわち，パーリ流の意味におい
(14) 奥村宏著『日本の株式会社』東洋経済新報社， 1988年，第 7 章。
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ても経営者は資本の力からのがれることはできないし，特に，現在では，新しい意味で，所有
と経営は統一されている。なぜならば，現代の経営者は法人所有のうえでそれを基盤としてそ
の地位を保っているからである。
2. トップ・マネジメント組織
このように現在では，企業活動は，表面的には，専門経営者の意思を媒介としておこなわれ
ている。しかも，その現実の活動は個々の専門経営者の「努力J だけでおこなわれているわけ
ではなしそれはいわゆるトップ・マネジメント組織によって組織的に遂行されている。すな
わち，受託経営層と全般経営層がそれである。
受託経営層とは株主の利益を代表・保護するために企業の基本的全般的方針・目標を決定す
る階層であり，企業の最高意思決定機関として位置づけられている。これは取締役会に代表さ
れ，そのメンバーは株主総会によって選出される。取締役会は株主の意志を反映させその利益
を確保することが，なによりもまず，要請される。これが株主に対する受託機能である。
全般経営層は取締役会で、決定された基本方針にもとづいて執行する機関である。したがって，
全般経営層の職能は，取締役会によって決定された基本方針と取締役会から委譲された権限の
範囲内で，全社的な立場から，計画化一組織化一動機づけ一統制，をおこなうことである。こ
の階層は法律的には代表取締役に代表されるが，通常は，社長，副社長，専務，常務，が全般
経営者(すなわち，専門経営者〉として，この層に属している。
制度的には， トップ・マネジメントのうえに，株主総会が位置している(図3-3)。これは私的に所有
された企業としての株式会社の所有主である「多数の株主の意思を統一して単一の『会社意思』を決定
(15) 
する」機関である。そして，これによって，企業とし、う大規模な協働体系ヘゴーイング・コンサーンと
図 3-3 わが国のトップ・マネジメント
受託経営層
(会長)
トップ・マネジメント
部長
(出所) 小野豊明著『日本企業の組織戦略』マネジメント社， 38 ページの一部を修正利
用。
(15) 中村端穂他編著『現代の企業経営』ミネルヴァ書房， 1989年， 22"-'23ページ。
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して存在していくために必要な 1 つの統一された意思が確立されることになるのだ。
株主総会は，現代会社では，形態化してしまった， と言われている。だが，取締役を選任し会社の最
く16)
高意思を決定するなど「最高の決議機関としてのタテマエ」はいまだ保持している。
トップ・マネジメントは，組織上，受託経営層(取締役会〉と全般経営層(社長以下の経営
執行者〉に明確に分けられており，この点では，アメリカのそれと日本のそれは同ーである
(というよりも，日本のトップ・マネジメント組織は，基本的には，アメリカのそれを真似て
いるのである〉。ただし，日米のトップ・マネジメント組織は，現実には，つぎの点で，相違
している。すなわち，
(1) 取締役会における社外(非常勤)取締役の比率が日本ではきわめて低いこと(たとえば，
アメリカでは取締役会の員数は平均13名で，このうち社外非常取締役が過半数を占めている
のに対して，日本では取締役会の員数が平均22名であり，それがほとんど社内常勤取締役か
ら構成され，社外取締役の占める割合は10%に満たない)，
(2) アメリカでは取締役会の決定・受託職能と執行担当常勤役員の業務執行職能とが職能上明
確に分化しているのに対して，日本では取締役が執行担当常勤役員を兼ね，両者の職能が未
分化であること，
(3) 日本では取締役が，たとえば，会長一社長一副社長一専務一常務一平取締役，として身分
階層的に序列化されているのに対して，アメリカでは取締役会のなかに会長がいるだけで，
他のメンバーは序列化されていないこと，
(4) 日本では，社長とその他の役付(常務以上の〕取締役が「常務会」といわれる経営首脳会
議を組織し，それがトップ・マネジメント機能遂行に中心的な役割を果たし，取締役会に代
わる意思決定機関になっていることが多いこと(この場合には，取締役会の機能は無機能化
L，事実上常務会の形式的な承認機関になっている)，
が，それである。
我が国のトップ・マネジメント組織の大きな特徴は，株主総会および取締役会が形骸化して
いる現状のもとで，形式的な意思決定機関である取締役会に代わって，その本来の職能が充分
に果たされるように，実質的な意思決定機関として， rわが国独自の機関である」常務会が設
置されていることであろう。
常務会は昭和27年以降全般経営層の中枢機関として急速に普及・定着してきた制度で、ある。
(16) 奥村宏著『日本の株式会社~， 63ベージ。
(17) 中村端穂他編著，前掲書， 23ページ参照。
(18) 小野豊明著『日本企業の組織戦略』マネジメント社， 1979年， 32ページ。アメリカの「トップ・マ
ネジメント組織では，取締役会の下に経営委員会 (executi \Te committee)，監査委員会 (audit comｭ
mittee)，財務委員会(日nance committee)，報酬委員会 (compensation committee) などの取締
役委員会を設けて，取締役会の本来の職能(受託経営職能〉を実質的に果たしている。 J (大月博司・
高橋正泰共著『経営学』同文舘， 1986年， 88ページ〉
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企業の近代化にともなってトップの機能が複雑多岐になりそれらを社長一人では遂行すること
ができなくなってきたこと，すなわち， トップの職能を専門的にしかも効果的に遂行するため
の組織化が必要になってきたこと，が社長・副社長・専務および常務を構成員とする iWチー
ムまたはグループによるマネジメント』としての常務会」を生みだした基本的な理由で、あった。
この常務会は，決定機関でもなく諮問機関でもなく，協議機関である。これは，たとえば，
つぎのように定義されている。常務会とは「取締役会からまかされた会社全般にわたる方針の
設定，会社におよぶ諸計画，内部統制に関する事項，重要な組織・人事・資産の得喪など，い
わゆる全般経営層の職能に属する事項の遂行にあたって，社長が一人で行なう(ワンマン・コ
ントロール〉ことなく，副社長，専務，常務など，他の全般経営者とともに衆知を集めて協議
決定(グループ・デシジョン〉する機関であるJ， と。
ただし現実には，取締役会決定事項の大半が常務会の協議を経たものになっており，実質的
には，常務会が決定機関としての役割を果たし，取締役会はいわば御前会議として形式的な役
割を果たしている。日本では，取締役会が(そこでは社内取締役が大半を占めるために〉本来
の職能を発揮せず，法定機関として形式化していったのに対して，常務会が単に全般経営層と
してだけではなく最高意思決定機関としての性格を強めてきたのである。たとえば，新日鉄の
表 3-1 新日本製鉄の意思決定機関
取締役会 経営方針会議 常 務 ~ 
1. 法律で定める事項 総合経営計画その他経営に 1. 重要な業務の執行方針|
2. その他業務執行上の 関する基本方針 2. その他経営に関する重
重要な事項 1. 長期経営課題 要事項
2. 総合経営計画
審議内容 3. 製鉄事業に関する基本
方針
4. 新規事業に関する基本
方針
5. その他経営に関する基
本方針
全取締役 ~ 長 ~ 長
社 長 社 長
構成メンバー 冨1 社 長 在京副社長
社長が特に指名する者 在京専務取締役
在京常務取締役
事 務 手品 書 部 総 務 部 総 務 部
原則として 1 回/月 原則として 2 回/月 原則として 1 回/週
(出所〉 アスペクト， 1986年 1 号月， p. 40 (大月・高橋共著『経営学』同文館， 1986年， 88ページからの再ヲ開〉
(19) 小野豊明著，前掲書， 33ページ。
(20) 向上。
(21) 郷原弘著『日本的経営論』ビジネス教育出版社， 1984年， 222ページ。
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最高意思決定機関の実際もこのことを確認していぎ;表 3-1 によれば，原則として月一回開催
される取締役会に対して，常務会は，原則として，毎週一回開催され，プロジェクトの可否や
生産量をどうするかなどを決定する実質的な最高意思決定機関になっている。さらには，月 2
回開催される「経営方針会議」が，長期的な経営課題，総合的な経営計画などを自由に討議し，
常務会を支える会議になっていることも注目される。
かくして，我が国では，専門経営者は，具体的(現実的〉には，常務会に代表される。ただ
し，管理の主体としての経営者(管理するもの〉はそのような全般的経営者としてのトップ・
マネジメントだけでなく，各部門の長としてのミドル・マネジメント，さらには現場の第一線
の監督者としてのロアー・マネジメント，もその主体なのである。
第 2 節職業としての指導の確立へ
日本の〈トップ・マネジメントを含めた〉マネジメント組織の構造は，たとえば，つぎのよ
うに図示されるであろう(図 3ーの。
図 3-4
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(出所〉 小野豊明著，前掲書， 38ページ。
管理するもの(経営者〉は，このような管理構造のなかで，そのランク(すなわち， top か
(22) 大月・高橋共著，前掲書， 87ページ。
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middle か lowerか〉によってそのウエイトがそれぞれ違っているが，管理するものとして，
なんらかの形で，計画化一組織化一動機づけ一統制，のサイクルに関与している。
管理サイクルの個々の要素はすべての
管理者によって共通的に遂行されるが，
それぞれの管理レベルごとに，その内容
は相違している。たとえば，計画化や組
織化は上のレベルにいくほど重要な機能
となり，動機づけや統制は下位のレベル
において重要になると考えられている
(図 3-5)。また，管理レベルの性質の相
図 3-5 管理階層別にみた管理過程の重要度
住トップ-
E マネジメント
理
J 中間管理者l占
計画化
違はそれぞれの管理者に必要とされる機 層
監督管理者能にも反映している(図3ー の。すなわち，
(他人の心情を理解し，同感をもち，他
人の権利を尊重する，能力を意味する〉
人間理解技能はすべてのレベルの管理者
に同じ程度で要求されるが， (組織の個
々の活動の相互関係を理解し企業を全
体的視点から包括的にとらえるという総
合化の能力を意味する〉概念化技能は上
位レベルほど多く必要とされ， (課業の
遂行過程に含まれている手法・装置・技
術を適切に利用する能力を意味する〉技
術的技能は下位レベルにおいてヨリ多く
図 3-6 管理階層別にみた管理者技能
トップ・
マネジメント
人間理解技能
中間管理層
監督管理層
(23) 
要求される。
図 3-4 において，管理職能が，狭義の経営職能，狭義の管理職能，監督職能，として区別されている
のは，まさにこのためである。
すなわち， (計画化一組織化ー動機づけ一統制，としての〉マネジメント・サイクルは，そ
れぞれのレベルごとに，全体として統合し総合化する機能を要求するのであり，これが統合機
能ないしは総合機能としての指導で、ぁ之逆に言えば，計画化や組織化などの個々の機能は指
導を通して具体的に遂行されるのである(図 3-7)。管理するものとしての経営者が指導者と
も称せられるのはこのためである。
「ものごとを他の人々を通して為さしめること」は，計画化一組織化一動機づけ一統制，の
サイクルのなかで，実現されているが，その成果(すなわち，有効性と能率〉は，たとえ同じ
状況のもとで管理がおこなわれたとしても，必ずしも同一ではありえないであろう。個々の経
(23) これについては，寧戸実編著『現代経営管理論』八千代出版， 1984年， 104""""107ページ参照。
(24) OpraHH3aUHH ynpaB~eHH兄 06rueCTBeHHblM npoH3Bo江CTOBOM， Mry, 1984 (拙訳『翻訳:モスグ
ワ大学 経営学教科書(1 )~奈良産業大学紀要第 3 集， 183ページ)。南龍久氏は， I リーダーシップ
機能は管理全体のなかで中核としての位置にあるJ，とされる。(南龍久著『経営管理の基礎理論』中
央経済社， 1986年， 195ページ)。
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営者(そして管理者〉によってその成
果はかなり違ったものになるはずで、あ
る。その「差」を生みだすものが art
としての指導(リーダーシップ)，すな
わち「計画化一組織化ー動機づけ一統
制」を統合するもの，である。これは，
マネジメント・サイクノレが協働を維持
していくためのいわばテクニカルな側
面であるとするならば，極めてメンタ
ルな側面で、ある。したがって，指導は，
その性格上，継承されていくことが極
めて困難な技法である。だが，いかな
る指導がどのような状況のもとで成果
をあげるかについては，現在，かなり
の経験が積み重ねられてきている。
図 3-7
指導(すなわち， リーダーシップ〕は，最も包括的には，指導者(経営者〉が，一定の状況
のもとで，組織の目標を達成するために，個人あるいは集団の活動に影響をおよぼすお程，と
して定義できるであろう。したがって，指導者のいかなる影響力がどのようにして組織目標の
達成にヨリ貢献するのか，が問題になってくる。そして，これに関しては，たとえば，指導者
として備えていなければならない特性，指導の方法(リーダーシップの形態〉の相違，指導者
の行動パターン，指導者がおかれている状況のあり方，が注目され，研究がすすめられてきた。
いわゆる特性理論，形態理論，行動理論，状況理論，がそれである。
特性理論
リーダーシップの研究はまず指導者が共通に備えている性格や特性そのものの探究からはじ
まった。ここには，有効な「リーダーシップはリーダーの優れた資質 (traits) によるもので
あり，いくつかの優れた個人的特性をもったリーダーは有効なりーダーシップを発揮しうる」
という前提がある。これが特性理論あるいは資質論である。
経営者(指導者〉として具備すべき資質として，たとえば，ティード (0. Tead) はつぎの
資質をあげている。
(25) ハーシィ&ブランチヤード著松井賓夫監訳『新版管理者のための行動科学入門』日本生産性本部，
1974年， 108ページ。
(26) リーダーシップ論は様々に分類されるのであろうが，本章では基本的には， 4 つにまとめてみた。
たとえば，これについては，剣地邦秀著『組織活性化の理論と実践』北樹出版， 1989年， '.40ページ参照。
(27) 田杉競著『経営行動科学論』丸善， 1977年， 210ページ。
(28) O. Tead, The art of Leadership, McGraw-Hill, 1935. また，これらの資質は，伊藤森右衛ノ
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(1) 肉体的・精神的エネルギー
(2) 情熱
(3) 友誼的かつ親愛のある行動
仏) 高潔な品性
(5) 専門的技能
(6) 決断力
(7) 知性
(8) ティーチング能力
(9) 信念
経営者が具備すべきものとしての資質は，ティードだけでなく，一般に，並列的に挙げられ
ており，必ずしも論理的に整理されているわけではない。これに対して，経営者に必要な資質
を一定の「論理」に従って体系的に分類しているのがバーナードである。
バーナードは管理者に要求される資質としてつぎのものを指摘している:すなわち，
L 組織人格になりうる能力。忠誠心，責任感。
2. 個人的な能力
(1) 一般的能力(生まれつきのもの〉。機敏さ，広い関心，融通性，適応能力，平静さ，勇
気。
(2) 専門能力(訓練によって発展させることができるもの〉
が，それである。
ノミーナードは， I管理者にまず第 1 に必要な…普通的な資質J として，組織人格による支配
(すなわち，個人が組織から生じる道徳準則を遵守しようとすること〉をあげている。これは
注目すべき事柄である。なぜならば，そのような資質を欠くならば，すなわち， I個人の目的
よりも共通の目的のほうが優先するという信念」を指導者自身がもちえないならば，他の資質
は，組織にとって，事実上意味をもたなくなり，部下のなかに共通の目的の達成に向かつて協
働する意欲を生みだせなくなるからである。そして，彼は，そのような資質をいわば前提とし
て，生まれつきであり訓練によっても習得できない資質と，教育や訓練によって自分のものと
することができる資質をあげているのだ。
形態理論
指導者の指導方法〈リーダーシップの形態〉の違いに着目し，その違いがリーダーシップの
有効性にどのような影響を与えているかを実証的にあきらかにしたのが，形態理論である。こ
\、門著『経営者リーダーシ γ プ論』評論社， 1975年， 192~199ページで整理され詳しく説明されている。
(29) C. Barnard, The Functions of the Executives, Harvard University Press, 1968, pp. 220 
222. (山本安次郎他訳『新訳経営者の役割』ダイヤモンド社， 1968年， 230~232ページ〉。
(30) C. Barnard, ibid. , p. 220. (邦訳， 230ページ〕。
(31) C. Barnard, ibid. , p. 270. (邦訳， 259ページ)。
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れはアメリカの男子小学生を対象とした1930年代後半の実験からはじまった。この実験では，
指導者の 3 つの指導の型と集団メンバーの行動との関係が調査された。指導の 3 つの型とはつ
ぎの 3 つである(表 3-2 を参照〉。
(1) 専制型
この型では，指導者が方針のすべてを決定し，仕事のやり方を権威的に命令する。
(2) 民主型
この型では方針が集団によって討議され，すべての指導者はこれを激励し援助する。
(3) 自由放任型
この型では指導者は最小限にしか参加せず，すべての決定が全く放任され成員にまかせられ
る。
専制的指導
表 3-2 リーダーのタイプ
民主的指導 自由放任的指導
1. 方針のいっさいは指導者が 1 1. あらゆる方策は集団によって 1 1. 集団としての決定も個人的決
決定した。 1 討議され決定された。指導者は| 定も全く放任されて成員まかせ
これに激励と援助を与えた。 1 であり，指導者は最少限にしか
2. 作業の要領と作業の手順は，
そのつどひとつずつ権威的に
命令する。そのため，それか
ら先の作業の見通しの多くは
いつも不明瞭であった。
3. 指導者は通常個々の作業課
題を指令し，各成員の作業の
相手方も指導者が決めた。
4. 指導者は，各成員の仕事を
賞讃したり批判する際に， 1個
人的主観的」にする傾向があ
った。実演してみせる場合以
外は，集団の仕事に実際に参
加することはなかった。
2. 作業の見通しは討議の聞に得
られた。集団の目標を達するた
めの全般的な手順の予定が立て
られた。技術上の助言が必要な
時には，指導は二つ以上の方法
を提示して，その中から選択さ
せるようにした。
3. 成員は仕事の相手として誰を
選んでも自由であり，仕事の分
担は集団にまかされた。
4. 指導者は，賞讃や批判をする
にあたって， 1客観的」で， 1即
時的」であった。指導者の気持
のうえでは，正規の集団成員の
立場にあるようにつとめたが.
差出がましくならぬように気を
つけた。
参加しなかった。
2. いろいろな材料は指導者が提
供した。また，求められれば情
報を与えることを言明しておい
た。仕事上の討議においてもこ
れ以外の役割はしなかった。
3. 作業には，指導者は全く参加
しなかった。
4. 質問されないかぎり，指導者
は，成員の作業上のことについ
て自発的に意見を述べることは
稀であった。そして，作業のや
り方を評価したり調整したりす
ることは全くしなかった。
(出所) Cartwright. Zander 著三隅・佐々木訳『グループ・ダイナミックス(I )JJ 昭和45年， 630ページ
そしてこの実験からつぎのことがあきらかにされている。
(1) 自由放任型と民主型は同じで、はなかった(たとえば，自由放任型では，民主型と比べて，
作業量が少なく，質も悪かった。また，作業に失敗がみられ挫折も生まれ，作業への興味が
(32) カートライト/ザンダー著三隅二不二・佐々木薫訳編『グループ・ダイナミックス( II)~ 誠信書房，
1970年，第28章を参照。
(33) 向上書， 659~661ページ。
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低下していった。
(2) 民主型は能率的であった(作業上の目標という観点、からのみではなく，仲間どうしの交友
といった社会的な目標というものを考慮した場合においては民主型は最も優れていた。また，
作業目標に限った場合には専制型と，ほぽ同程度であり，放任型は最低であった)。
(3) 専制型は多くの敵対および攻撃行動をっくり出すことが(常にではないが〉あった。
(4) 専制型では表面に表われない不平不満をつくり出すことが(時として〉あった。
(5) 専制型においては，依存性が多く，個性の発見が少なかった。
(6) 民主型では他と比べて集団意識が大であり友好性も大であった。
かくして，今日では，民主型指導者の優位性が一般的には (1タテマエ」としては〉認めら
れている。ただし， 1理想的なリーダーシップのあり方は民主型である，というだけでは現実
は動かなし、」とか， 1ある状況のもとでは，専制的リーダーシップが最上のものとなり，他の
状況では，民主的リーダーシップが最も効果的である。そして自由放任主義的リーダーシップ
が最高の業績を残すこともある」との発言も根強く残り，それが必ずしも「ホンネ」としても
実感されているわけではない。
行動理論
指導者の行動を 2 つの次元で把握し，その行動の違いがいかなる結果をもたらすのかに注目
して実験研究を積み重ねてきたのが行動理論で、ある。この理論は，それぞれの次元になにを象
徴させるかによって，更にいくつかの理論に分かれる。たとえば， 1配慮J と「構造化」の 2
次元で研究したオハイオ州立大学研究グループ， 1人聞に対する関心」と「業績に対する関心」
の 2 次元で研究したブレイクとそ一トン (R. Blake & J. Mouton) のマネジエリアル・グリ
ッド，そして「集団の目標達成」と「集団そのものの維持」の 2 次元で研究する三隅大不二の
PM理論，がそれである。本書では， PM理論をとりあげてみよう。
PM理論とは，従来の指導類型論(たとえば，ワンマン型とか，民主型とか，専制的権威主
義型とか，放任型とかいう，類型論〉を，もっと一義的に客観的に測定できるような次元に移
行して，新しい指導類型論を展開しようとするもので、ある:
PM論では，集団機能を大きく 2 つの次元に区別する。 l つはく集団の目標達成の機能〉で
あり，具体的には， 1最大限に部下を働かせるj， 1仕事量をやかましく言う j， 1規則をやかまし
く言う j， 1所定の時間までに完了するように要求するj， 1指示・命令を与えるj，といった行動
(34) 武山泰雄著『ビジネス・リーダーショプ』筑摩書房， 1970年， 130ページ。
(35) これについては，白樫三四郎著『リーダーシップの心理学』有斐閣， 1985年，第 3章を参照のこと。
(36) R. Blake & ]. Mouton, The Managerial grid, Gulf, 1964. (上野一郎訳『期待される管理者像』
産能短大， 1964年)。
(37) 三隅二不二著『リーダーショプ行動の科学(改訂版)~有斐閣， 1989年。
(38) 以下は，三隅二不二著『新しいリーダーシップ』ダイヤモンド社， 1966年を，本書の主旨に沿って，
まとめたものである。
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に代表される。もう 1 つはく集団それ自身を維持し強化する機能〉であり，具体的には，
下の立場を理解するj， r部下を信頼するj， r部下に好意的であるj， r仕事のうえで部下が気軽
「部
経営管理の論理
に話せる j， rすぐれた仕事をしたときは認めるj， r部下を公平にとり扱う j，といった行動に代
の頭文字の Pをとって表される。そして，集団の目標達成機能の名称として， Performance 
の頭文字のMをとってM機能と略Maintenance P機能と略称し，集団維持機能の場合には，
PM 理論のモデル図 3-8称されている。
(強
)FI--M
以上の P機能を横軸にそしてM機能を縦軸にとって
PM pM 
pm PM型，モデルを示すと，図 3-8 のようになり，
型， という 4 つの基本型がもとめらpm型，PM型，
れる。
次それぞれの型の特徴は，多数の実験結果に
従えば，つぎのようにまとめられる。すなわち，
PM型
そして，
Pm 
フじ
弱
(弱)一一一 P
??? ?
、・
l
ノ
唱
Eム
?
元一一.(強)次
この型では，集団の生産性も部下の満足度(モラー
ノレ〉も相対的に最高である。
P型(2) 
モラールが最低で、ある。
モラールはP型より低くないが，生産性が最低である。
この型では，生産性はPM型につぐが，
M型
この型では，
(3) 
pm型(4) 
この型では，生産性もモラールも相対的に最低である。
PM型のリーダーシップが，他の 3 つの類型よりも，優れて，望ましいラー ヲ・・ ),-,.. "- I._.I{'、ー，かくして，
とされる。リーダーシップ行動類型である，
近年では，
「組織の上下
組織的ただし現実には，個人的にPM型でありうることがむずかしいために，
(システム的〉にPM型指導者をつくりだすことが提案されている。すなわち，
P型の人間とM型の人聞を配置することによって 2 人による PMの組合せをつくり，
末端の部下に対してPM型のリーダーシップをつくりだすこと」とし、う提案である。たとえば，
の地位に，
M型課長と P型係長の組合せあるいはP型課長とM型係長の組合せが考えられる。
これには前提条件があるO それは， 2 人の人間関係が良いこと，換言すれば，
しかしなが
お互に自己
である。その補充を相手にもとめる心構えがあること，
ら，
のタイプの限界点を認識し，
状況理論
理論的な指導のあり方は指導者と部下が置かれている具体的な状況によって異なるものであ
ということを主張するのが状況理論である。 ブィドラー (F. Fiedler) たとえば，これは，る，
- 49 ー
向上書， 131.........132ページ。(39) 
宮坂純一
の研究やハーシィとブランチェード CP. Hersey & K. Blanchard) の研究に代表されるが，
本書では，ハーシィとブランチヤードの SL理論 CSituational Leadeship Theory) をとり
あげてみたし、。
SL理論はリーダー有効性モデルから展開されたものであり，この理論では， リーダーの仕
事指向的行動そして対人関係指向的行動と部下の成熟度との曲線的関係が前提にされている。
ハーシィとブランチヤードの解釈に従えば，仕事指向的行動とは， リーダー自身と作業集団の
メンバーとの関係を構成(造) L，明確な組織のパターン・コミュニケーション経路および手
続，方法を構築しようとするリーダーの行動であり一一これは指示的行動ともいわれる一一，
対人関係指向行動とは， リーダーと集団メンバーの聞の，友情，相互信頼，尊敬，暖かさを表
わす行動である一一これは協労的行動とも称せられている一一。そして， S L理論は，そのよ
うなリーダーの行動を部下との関係で把握する(換言すれば，部下を「リーダーシップにおけ
る最も決定的な要素」とみなす〉のであり， リーダーシップの有効性は部下の成熟(自立性〉
の度合に依存する，と考えられている。成熟度とは，①できるだけ高い目標に挑戦しやりとげ
ようとする意欲，②責任を負おうとする意志と能力，③教育や経験の程度，を意味している。
この理論によれば， リーダーは部下の成熟度に対応したリーダーシップ・スタイルをとるこ
とが必要である。すなわち， リーダーシップ・スタイルは，まず，課題指向か協労指向かで 4
つに分類される〔高指示/低協労 CQふ高指示/高協労 CQふ高協労/低指示 CQふ低協
労/低指示 CQ4)] が，これは，また，部下の成熟度一一低レベルから高レベルへ， MJ, M2' 
M3' M4 と段階づけられているーーに依存しているのであり，それぞれが， Qh Q2, Q3, Q4, 
に対応しているのだ。具体的に云えば，①部下の成熟度が低い場合には，指示的行動を強め，
協労的行動が弱いこと CQJ と Mふ②部下が成熟度を高めてくるにつれて，必要な指示的行
動をとりしかも協労的行動を強めること CQ2 と M2)，③さらに部下が成熟度を高めてきたら，
指示的行動はなるべく抑え，協労指向的行動を相対的に重視すること CQ3 と Mふ④部下が
完全に自律性を高めてきた場合，指示的行動も協労的行動もできるだけ抑えること CQ4 と Mム
がそれである。
このように， SL理論は，部下の成熟度との関連で， リーダーシップ・スタイルの有効・無
効を考えようとする理論である。このことは，たとえば，特定の仕事に対する課題関連成熟度
が低い CMJ) 人々を指導するときには，高指示/低協労スタイル CQJ) をとることが最も高い
業績をもたらす，ということを示唆している。
結論的に言えば， S L理論では，つぎの 4 つのリーダーシップ・スタイルがモデル化される
ことになる(図 3-9) 。
(1) 高指示/低協労リーダ一行動。ここで、は，部下の役割を明確にし，何を，どのように，い
(40) フィドラー著山田雄一監訳『新しい管理者像の探究『産能短大， 1970年。
(41) ハーシィ&ブランチヤード著山本成二他訳『行動科学の展開』日本生産性本部， 1978年。
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つまり象限SL 理論(“Q" は Quarant，
を示す〉
関 3-9どこでなどいろいろ作業の仕方をイ)，
効果的スタイル
リーダーのスタイル
課題指向l
(指示的行動) :高
協労指向
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Q 2 ~ 
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(指示的行動) :低
!I Q 3 
劃
411|
協労指向(協労的)行動
l|
予
、-・一方的に教えるとし、う特徴をもっO
れは「教示的 (Tel1ing)j とよばれる。
高指示/高協労的リーダ一行動。こ
こでもなお多くの指示がりーダーによ
(2) 
って下されるので「説得的 (Sel1ing)j
高低い\い一動動
l
一丁}な
li
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労提示
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ド
この場と名づけられている。ただし，
合，情報交換および社会連帯的支援を
通して，部下がリーダーの指示を心理
的抵抗なしに受け入れるよう努力が払
部
下
の
勺ア
、チ
1ß:いマチュリティ |ユ
t 1) 
i ア
ノイ
Q4 
(低)一一一課題指向(指示的)行動一世(高)
Q 1 
ョ，
'-
こでは，対象となる部下の側に，仕事
の遂行に必要な知識と技能が備わって
われる。
高協労/低指示的リーダ一行動。(3) 
高いマチュリティ
M1 M2 M3 M4 
(出所〉
いるので，相互の情報交換およびリー
ダーの促進奨励的行動を通した，双方
の意思決定への参画がみられる。 ハーシイ&プランチヤード著『行動科学の展開~，225ページを若干修正。これ
とよばれている。は「参加的 (Participating)j 
ここでは，部下が課題関連成熟度においても心理的成熟度低協労/低指示リーダ一行動。(4) 
においても高いので，責任権限を大きく委譲し，監督のあり方も大まかなものとなり，部下
これは「委任的 (Delegating)j に「思い通りにやらせる」ことになる。 と名づけられてい
このように指導のあり方(リーダーシップ〉をめぐって多数の実験そして研究が積み重ねら
れてきている。それらの研究が示唆するものは様々ではあるが， 1 つの傾向を確認することが
できる。すなわち，指導のあり方として，初期の組織の有効性のみを考慮に入れたスタイルか
らいわば能率をも考慮したスタイルへの転換が重要視されてきているということである。
る O
(続〉
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